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我が国外航海運業の立場から見た
国際海上輸送ネットワーク確保の課題

日本郵船株式会社 調査グループ 林光一郎
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会社概要
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会社名
日本郵船株式会社                                                
Nippon Yusen Kabushiki Kaisha

創立
1885年9月29日

事業内容
ライナー＆ロジスティクス事業（定期船事業、
物流事業）、不定期専用船事業、その他事業
（不動産業、その他の事業）

資本金
1,443億円

従業員数
連結：39,830名／単体：1,370名

売上高
2兆4,236億円

運航船舶
886隻

2026年3月31日現在

2025年度

2025年3月31日現在
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本日お話しするトピック
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• 日本の海運業の特徴

• 海事産業群の意義

• 世界の海運マーケットがオープンで単一であることの重要性
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世界の国別実質保有船腹量
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• 日本の海運会社が実質保有する船腹量は世界の１割で、中国とギリシャに次いで世界
第三位。

• 日本国籍の船腹量は便宜置籍国以外では中国、シンガポール、ギリシャに次いで世界
第四位。
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出所：UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT 2025」
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船種別の日本海運会社の事業規模 
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（コンテナ)
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邦船3社（日本郵船・商船三井・川崎汽船）の特徴 
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日本の海運業の中核は日本郵船・商船三井・川崎汽船の3社で、邦船３社(英語では
Japan's Big Three)と呼ばれる。邦船３社には海外の海運会社と比較して際立った特
徴がある。

総合海運事業(「海運の百貨店」)
• 船種を特定した専門店が世界の主流。
• コンテナ船・自動車運搬船・ドライバルカー・タンカー等の多船種を運航する海運
会社は世界で稀な形態。

株式を公開するパブリックカンパニー
• 海運会社はどこの国でも基本的にファミリービジネス。
• 欧州・中国系には株式を上場している会社もあるが、オーナー一族・政府などが支
配株主となっていることが多い。

つまり、日本の海事産業は「海運全体を俯瞰できる業態を持つ」「ファミリービジネ
スでも国営でもないパブリックカンパニー」が中核となっていることが特徴。
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海事産業群とは
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• 海事産業群とは海運業(船主と運航者＝狭義の「海運会社」に分かれる)と造船業を
中心とする海を基盤とした産業群の集積を指す概念。

• 海事産業群には、海運業、造船業に加え、舶用工業、船舶修繕、マンニング(船員
配乗)、金融、船舶保険、船級などさまざまな産業が含まれる。
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日本の海事産業群の特徴
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日本は「主要分野のほとんどでプレゼンスを示す海運業」と「一般商船の量産能力を
保持する造船業」を兼ね備えた海事産業群を持つ世界でも稀な地域。

• ヨーロッパ(ロンドン、オスロ、アテネなど)やシンガポールは充実した海運業・海
事サービス業の集積を持つが、造船業は客船やオフショア船などの高付加価値分野
しか残っていない。

• 韓国は造船業の集積は質量ともに充実しているが、海運業や海事サービス業の規模
は他国の海事産業群ほど大きくない。

• 中国は巨大な海運業と造船業を併せ持つ点では日本以外では唯一の存在だが、歴史
の浅さゆえに海事サービス業を中心に発展途上の要素が多い。
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日本の海運業には海事産業群のバックアップが必要
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日本の海事産業の競争力の源泉は下記の3点が揃っていること。
• 総合海運業と一般商船造船業という海事産業の2つの中核を兼ね備える
• 両者が共に世界一(商船隊規模/建造量)だった時期からの蓄積がある
• この2つの産業を中心とした海事産業群が成立している

具体的には、海事産業群が存在することで日本の海運業は以下のようなメリットを得
られる。

• 海外造船所からの購入が難しい船種・タイミングでも安定調達が可能
• 海事産業群内でのノウハウの共有による海外競合企業に対する優位性の確保
• 国際海事機関(IMO)でのルール策定における発言力の維持

これらメリットは、海上輸送の安定という形で国の安全保障、経済発展に直結する。
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一方で外航海運はグローバルな産業でもある
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ある「普通の」貨物船に関わる海事産業プレイヤーの国籍。

• 韓国の造船所で建造され

• インド人の船員が乗り組み

• ギリシャの会社が保有しているタンカーを

• 日本の会社がレンタル(傭船)し

• アメリカの資源会社から輸送依頼を受けた原油を

• イギリスの保険会社で保険をかけ

• サウジアラビアの港で積み込んで

• 中国の港まで輸送する。
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コロナ禍以降のコンテナ運賃の変動、変動の激化

リーマンショック崩壊後からコロナまでの10年間、国際コンテナ運賃は需給の緩和と歩調を
合わせ単調に減少し続けてきた。
コロナ禍以降、コンテナ運賃は高騰し、需給とかけ離れた変動を示すようになった。
コンテナ運賃は需給の影響をダイレクトに受ける。運賃が高騰しているときは船積み予約を
取りにくい状態になっている。
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出所：Clarksons Shipping Intelligence Networkから取得したデータで筆者作成
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運賃変動の要因は海運外部の地政学イベント

コロナ以降のコンテナ運賃の動きを見ると、運賃変動はコロナによる物流混乱やフーシ派の
攻撃によるスエズ運河迂回によって発生している。これら地政学イベントが発生していない
ときは低位安定。
港湾・内陸の混雑が原因のコロナ渦中の運賃高騰は長く続いた一方、スエズ運河迂回の影響
は海運業界内部のリソース再分配により短期間で収束した。海運マーケットの運賃安定化能
力は本来高い。

12

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
USD/コンテナ 中国→西欧航路コンテナスポット運賃

コロナによる物流混乱

スエズ運河迂回



© 2022. NYK Group. All rights reserved.

オープンな単一マーケットが生み出すレジリエンス
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• 海運マーケットの高いレジリエンスは海運がオープンでルールに基づく世界単一
マーケットであることが原因。

• 様々な思惑や行動原理を持つ多数の事業者が単一マーケットに同一のルールで参加
することで、地政学リスクイベントが発生した際に航路や地域の間での配分が適切
になされ、影響が巨大なマーケット内で分散して吸収される。

• 外航海運のルールは海運自由の原則やIMOを中心とする安全に関するルール以外は
海運各社の利潤追求というシンプルなもの。だからこそ単一のルール、単一のマー
ケットが成立している。
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海運がオープンでルールに基づく国際単一市場である重要性
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• 世界の多くの国でさまざまな産業の武器化が進む中、海運や海事分野でも自国の生
存に必要な最低限の能力を確保したいという議論が出てくることは当然。

• 一方で「オープンでルールに基づく世界単一マーケットを守る」という看板を降ろ
すと、他国の対抗措置を誘発・正当化する。特に、現在西側諸国が海事サービスを
通じて行使している地政学的な影響力も失われることになる

• 海運会社の事業はグローバルに展開しており、他国での船の建造、他国建造船の利
用などを前提とした事業が多く存在する。それらが必要以上に制約されることは該
当事業の継続を困難にする。

• 日本の大手海運会社は支配株主を持たない上場企業であり、経営の自由の過剰な制
約により競争力、収益が低下すると、ヘッジファンドや敵対的買収の対象になりか
ねない。

• 経済安全保障のために必要な制約とオープンでルールに基づく世界単一マーケット
の維持を両立させる、適切な管理が必要。
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